
 

 
 

平成 24年７月 26日 

 

 

ICT 補助金等調査・検討プロジェクトチーム報告書の取りまとめ 

 

 

総務省では、昨年、ICT関係補助金等事業のうち NPO 法人を事業主体とする採択事業において

不適切な予算執行の実態・問題が判明したことから、公正・中立な立場から、国費の無駄遣い

を防止し、情報通信システム関連の補助金等の制度及び運用の抜本的改善を図るため、平成 23

年 5月に「ICT補助金等調査・検討プロジェクトチーム」（リーダー：郷原信郎 総務省顧問）を

設置して、個別事業の執行状況の調査・検討等を行って参りました。 

今般、プロジェクトチームによる調査・検討の結果、制度・運営に係る改善及び職員の意識

改革に関する提言について報告書が取りまとめられ、大臣に提出されましたので、お知らせし

ます。 

 

・ICT補助金等調査・検討プロジェクトチーム報告書 ～制度・運営に係る改善及び職員の意識

改革に関する提言～ 

 

関連資料 

○補助金等に係る予算執行の適正化確保について（平成 23年 5月 13日） 

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kanbo01_01000066.html 

 

 

 
 
＜連絡先＞ 
ICT 補助金等調査・検討プロジェクトチーム事務局  
（情報流通行政局地域通信振興課） 
（担当：鈴木課長補佐、山田課長補佐、小澤係長） 

電話：03－5253－5756（直通） 
FAX：03－5253－5759 
 

（情報通信国際戦略局情報通信政策課） 
（担当：小森課長補佐、森主査） 

電話：03－5253－5718（直通） 
   FAX：03－5253－5945 
 



ＩＣＴ補助金等調査・検討プロジェクトチーム報告書 
～制度・運営に係る改善及び職員の意識改革に関する提言～ 

【設置の経緯及び目的】 

 

・ ＩＣＴふるさと元気事業の採択事業に関する総務省コンプライ

アンス室への通報をきっかけに、同室がＮＰＯ法人が事業主

体である総務省のＩＣＴ関係補助金等事業について調査したと

ころ、不適切な予算執行の実態・問題が判明。 

 

・ 総務省は、公正・中立な立場から、国費の無駄遣いを防止し、

情報通信システム関連の補助金等の制度及び運用の抜本的

改善を図るため、本プロジェクトチームを設置。 

・ ＩＣＴ関係補助金等の個別事業の執行状況を調査・検証等を

行い、問題点の改善を図るとともに、行政庁職員の意識改革

やICT補助金等の制度改革へ取り組むこととなった。 

ＩＣＴ補助金等調査・検討プロジェクトチーム 

【 活動の概要】 
① 地域ＩＣＴ利活用広域連携事業の平成23年度継続採
択に関する審査 

② ＩＣＴふるさと元気事業の個別事業のうち、主にNPO法
人が事業主体である事業の執行状況の調査 

 
○  ＩＣＴふるさと元気事業 （平成２１年度第二次補正予算事業） 

〈予  算  額〉 ６５億円* 

〈交付件数〉 ５９件* 

〈事業の内容〉 医療、介護、福祉、防災、防犯など公共分野にお

いて、地域に密着したNPO法人等をＩＣＴ人材として育成・活用

しながら、ＩＣＴを導入・利活用することにより、地域雇用の創

出・拡大とともに、地域の公共サービスの充実を図る取組を総

合的に支援するもの。 

    *予算額は今回の調査対象でない事業分も含む。交付件数は調査対象事業分のみ 

○  平成２２年度地域ＩＣＴ利活用広域連携事業 

〈予  算  額〉 ８２億円 

〈委託件数〉 ９７件 

〈事業の内容〉 医療、介護、福祉、防災、防犯などの公共分野に

おいて、複数の地方公共団体等が広域連携し、地域に密着し

たＩＣＴ人材を育成・活用しながら、ＩＣＴを導入・利活用すること

により、地域の公共サービスの充実を図る取組を総合的に支

援するもの。 

【 プロジェクトチームの体制】 
 郷原信郎 ： プロジェクトリーダー 
                        （総務省顧問・コンプライアンス室長・弁護士） 
 メ ン バー ：弁護士、ＩＣＴシステム専門家、公認会計士等

の公正・中立な外部有識者 

平成２３年２月～4月 

平成２３年５月 
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PTチームのメンバーか
らなる評価会による評価
の実施 
(システムの価格の妥当性を評価す
るための資料の提出依頼） 

プ ロ ジ ェ ク ト チ ー ム 活 動 概 要  

地域ＩＣＴ利活用広域連携事業の平成23年度継続採択に関する審査 

①評価方針 
  ・ 予算を使い切るということでなく、真に継続する必要性があると認められるもののみ採択する、 
  ・ 指標が適切でないものやニーズがないと判断される事業は継続しない 等 
 
②評価資料 
   コンプライアンス室の調査で認められた問題点を踏まえ、NPO法人等に対しては以下の提出書類を追加 
   <当該団体の役員リスト、見積書取得先等との利害関係、過去3年分の財務諸表、直近3回分の理事会議事録> 
   また、すべての提案者に対して、システム関係経費の妥当性を評価するために以下の資料を要求 
   <システム見積関係書類（ベンダーへの見積依頼書等）、可能な場合は機能一覧・開発工程表・スケジュール表等> 
 
③ 評価の結果 
  継続提案６３件中２６件を継続採択候補として選定。選定した２６件中１９件については、特定の経費の減額、システ
ム価格の契約段階での適正性の査定、競争入札の実施、一括発注の禁止等を採択の条件として付した。 

ＩＣＴふるさと元気事業の個別案件の調査 

① 提出資料の精査 
   NPO法人が事業主体である23事業中、コンプライアンス室が調査済みの４事業を除く19事業について、契約の適切性、
支出の適切性、事業の成果等のチェックポイントを作成し、事業採択時及び事業終了時の事業主体からの提出資料を
評価 

 
② 現地調査等の対象 
  NPO法人が事業主体の19事業中、問題がある可能性が高いと思われた６件の事業及び地方公共団体が事業主体の
１事業について現地調査を実施。これらとは別に、ＩＣＴシステムの経費面で疑問があった１事業について、ICTシステム専
門家のチーム員によるシステム価格の評価を実施 
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  事業主体 調査時点での問題点→対応 

1 NPO法人 A 

購入機器の一部未活用及び不透明な契約関係  
・購入したユーザー携帯用機器のうち、約半数が未使用 
・システム開発一式を、NPO法人→NPO法人理事が専務を務める会社（衣料品店）→別の1社→実際に開発を行った 
 複数の会社の順に外注  
→事業改善計画の提出 を指導 

2 NPO法人 B 

システム実稼働未了及び購入機器の不適切な処分  
・開発したシステムの実稼働が未了 
・事業期間後、購入したユーザー配布用携帯電話の一部を中古店に売却して代金を受領 
→携帯電話の売却収益等約28万円を返納・減額  

3 NPO法人 C 

経費の過大計上 
・個人に支払われたソフトウェアの作成費用について、現地調査後、交付金額の確定時と異なる金額の領収書を提 
  出（差額の理由についての説明は不自然） 
・人材育成関係の資材作成費の一部について成果物が確認できない等の問題あり。 
→上記領収書の差額分等、過大計上の約223万円を減額 

4 NPO法人 D 

計画未達成  
・多量の機器・資材を購入しながら、事業期間中の利用者実績は目標値の0.5％程度 
・当該事業のICT利活用部分の根幹であるシステムは使用されておらず休眠状態 
→事業改善計画の提出を指導 

5 NPO法人 E 

システム利活用の停止及びシステム開発経費の妥当性に疑問  
・開発したポータルサイト及びシステムを事業期間終了後に閉じていた。 
・プロジェクトチームメンバーのICT専門家による評価の結果、システム開発経費が過大である疑い 
→事業改善計画の提出を指導 

6 NPO法人 F 

購入機器の一部未活用及び経費の過大計上  
・購入したユーザー配布用携帯端末のうち、半数程度が配布されていない 
・コンサルティング・調査関係費用について、成果物や業務内容を精査したところ、一部に過大請求あり 
→事業改善計画の提出を指導、過大計上分約61万円を減額 

7 NPO法人 G 
計画未達成 
・現地調査時点では、購入したユーザー配布用の通信機器の約半数が未配布、配布したものの配布世帯が使用でき 
 る環境にない等の問題あり。その後、改善が認められたため、特段の対応はとらず。 

8 豊川市等 次ページ参照 

調 査 の 結 果 一 覧 



携帯電話使用料の大幅な過大請求等があった地方公共団体の事例 

高齢者向け『ふるさと元気』支援事業 

○ 事 業 主 体  豊川市（代表）、蒲郡市、新城市、設楽町、東栄町、豊根村の連携主体 

○ 事 業 概 要  80歳以上の高齢者（実際は計画変更により65歳以上）向けに「ふるさと元気端末」を開発し、

高齢者に必須の行政サービス（安否確認・緊急連絡・捜索・医療情報等々）をボタン一つで双方

向利用できる環境を実現させる。 

○ 交付金確定額 228百万円 

豊川市等の 
連携主体 

民間企業Ａ社 
1,000台の 

スマートフォン 
（約4,600万円） 

配布 

サーバー４台等 
（約900万円） 
【未使用】 

携帯電話サービス
事業者 

携帯電話 
通信使用料 

（事業期間外の通
信使用料の前払金
4,500万円を含む） 

総務省 
事業期間中 

約950人の高齢者 
通信料無料 

業務のほぼ全て
を委託 

採択・ 
交付金の 
支払い 

全額 
請求 

 全額請求 

前払金 

～ 事業の主な問題点～ 
・ 携帯電話使用料の過大請求  : 事業期間外の携帯電話通信使用料（約4500万円）についても、交付金を請求 

・ 購入機器の不使用  : 購入したサーバーは未使用。事業期間後、900台以上のスマートフォンが使われていない。 

・ 不透明な発注手続き ： プロポーザル型の業者選定が行われたとされているが、競争的な環境があったか疑問 

 《対応》 過剰に支払われた携帯電話通信使用料（約4500万円）の減額、 

     購入機器の有効利用を含む事業改善計画の提出を指導 

事業期間終了後
約30人 

通信料有料 
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調査したICT補助金等事業の主な問題点 

（２）公募から事業開始まで 

・ 採択評価の期間・体制 → 短期間に大量の案件を評価しており、期間・体制が不十分（ICTふるさと元気事業） 

・ 事業内容の審査に関する問題 → 計画通りの成果をあげていない事業が多く、事業のニーズや継続可能性に

ついての審査が不十分。また、事業計画についての疑問点や問題点について、評価者・行

政庁と申請者・提案者の間で調整し、計画書に反映させるプロセスが不十分であり、事業開

始後の事業実施者に対する十分な歯止めになっていない。 

・ 交付決定額・契約額の審査の問題 → 個々の経費の必要性・金額の妥当性について、踏み込んだ審査がなさ

れていない。特に、システム関係経費の評価には専門家の関与が必要であるが、現状は行

われていない。 

・ 利害関係先への発注 → 見積書の提出業者とNPO法人関係者の利害関係の確認は特段行われていない。 

（３）事業実施中 

・ 発注先の選定方法に関する問題 → 一般競争入札の実施についての指導が不徹底で、NPO法人の大半は随

意契約で業務を発注（ICTふるさと元気事業）。一般競争入札が行われている場合でも、実

効性が疑われるものがある。 

・ 事業実施状況の監督 → 事業実施中の現地訪問はある程度行われているが、監督が十分であったとは言えな 

               い。 

（１）事業の立案 

   
・ NPO法人を実施主体としたことに関連する問題 → 組織基盤の相違を踏まえ、地方公共団体を主な実施主体とす

るそれまでの事業とは異なる仕組みの要否について、より子細な検討が必要だったと思われる。 
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（５）計画書及び成果報告書の公表 

             → 個別の事業の計画書や成果報告書を総務省のホームページ等において公開し、国民の監視

の下に置くことがなされてない。 

（６）行政庁職員の意識 

・事業の立案段階 → 国民のために有効な事業を行うという意識よりも、予算の獲得が重視されていないかという疑

いを持たざるを得ない。 

・事業の実施段階 → 交付金や委託費を最大限効率的に使い、事業の効果を少しでも高めようという意識の希薄さ

があると言わざるを得ない。 

・額の確定に関する問題 → 書面上の形式的な審査にとどまりがちで、計画段階での歯止めが不十分であることに

も起因して、疑問のある経費の支出について十分な追及ができていない場合がある。ま

た、ＩＣＴシステム関係については、総務省の担当者において機能や金額の適正性を評

価することは専門性の面で困難。 

・事業期間終了後のフォロー → 計画未達成に終わった事業について、改善についての速やかな指導が行われて

いないものが見受けられる。 

（４）事業期間終了後 

調査したICT補助金等事業の主な問題点 
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提言１ 制度及び運営の改善 

（２）個別事業の採択評価から交付決定・委託契約締結までの段階 

（３）個別事業の実施段階 

（４）事業期間終了後 

事業計画における事業内容の明確化、適確な目標設定、適正な経費の上限の設定は、事業開

始後の指導・監督、成果の評価、経費の審査等において極めて重要。本プロジェクトチームによ

る地域ICT利活用広域連携事業の継続評価のプロセスを参考に以下の改善を図るべき。 

・ 一定期間に集中的に外部有識者を投入する等、短期間に充実した審査を行える評価体制を 

 検討 

・ 事業のニーズ、事業の継続的運営の実現可能性について厳格な審査を実施 

・ ICTシステム専門家の知見を活かす評価体制の構築 

・ 一般競争入札の原則を徹底するなど、競争的環境での業者選定の徹底を図る。 

・ 原則として全件の事業について事業執行中の実地調査を実施するなど、指導・監督を強化す 

 る。ICTシステム専門家等のチェックも取り入れる。 

・ 積極的に実地調査を行い、経費の妥当性について厳格に審査する。 

・ ＩＣＴシステム専門家を活用し、システムの機能や価格の妥当性を確認できる体制を整える。 

・ 目標未達成の事業については直ちに原因分析・改善方策の検討等を行い、適確に指導する。 

 交付金等の支払対象期間後も運営継続する事業に関するフォローを強化する。 

（１）事業の立案段階 

事業の実施主体の属性に応じた補助金等の支払いの仕組みや審査の方法を検討 
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提言１ 制度及び運営の改善 

（5）諮問答申型からプロジェクトチーム型の審査体制への転換 

従来：諮問答申型 （短期間で大量案件を機械的に審査。 実質、中間審査無し） 

今後：プロジェクトチーム型 

 
 

（審査基準の策定） （最終審査） 

公募 （外部評価） 採択 事業実施    審査 額の確定 

公募 （外部評価） 採択 事業実施           事業実施 審査 額の確定 中間
指導 

（採択基準の策定、審査） 
（審査） 

適 宜 、 外 部 専 門 家 を 活 用  

・ 事業の採択から事業完了時までの各段階で充実した審査を実施できるよう、適宜外部専門家

を活用したプロジェクトチーム型の審査体制の導入を検討する。 

✔ 

（6）事業内容・成果の可視化 

・ 税金を投入した事業の効果について常に国民によるチェックが可能となるよう、事業計画書と 

 成果報告書を総務省ホームページで公開する。 

・ ICT関係補助金等事業については、適宜、その実施状況等をコンプライアンス室に報告する。 
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提言２ 行政庁職員の意識改革 

   効率的な予算の執行により、国民が最大限の事業の成果を享受することができるよう、補助金

等事業を遂行する 

（１）補助金等事業の立案に当たって 

（２）補助金等事業の遂行に当たって 

（３）補助金等事業の評価に当たって 

・ 漫然と類似の仕組みによる事業を反復継続して企画するのではなく、常に的確に行政需要を 

 捉え、真に国民に有益な事業のみを効率良く実施するよう、事業立案する。 

・ 税金を投入しているということを改めて自覚し、行政庁としての厳格な遂行を期す。 

・ 事業主体による事業運営が適正かつ効率的なものとなるよう、事業主体に対して厳しく 

 監督・指導する。 

・ 事業自体に対する有用性、有効性等の評価のほか、事業遂行に携わる職員について、 

  ① 事業を効率的に実施したか、 

  ② 国民が最大限の成果を享受できるよう実施したか 等 

 の観点からの評価を行う。 
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